


金誠同達法律事務所（JT&N）の日本業務部門は、
製造業・自動車業・医薬業・半導体業・金融業等
数多くの業界の日系企業に対し、国際投資、
M&A、知的財産権、データ・コンプライアンス、
競争法、紛争解決、政府折衝を含む全面的な中国
法サービスを長年提供しています。また、金誠同
達は、日中の法務とビジネスの最新事情を熟知す
る中国弁護士チームとして、中国現地法人の課題
対応だけでなく、日本本社の立場に立って戦略的・
俯瞰的なアドバイスの提供を常に心がけています。

こうした長年の実績が認められ、金誠同達はト
ムソン・ロイター傘下の有名な法律メディア
Asian Legal Business（ALB）から、2019年、2020
年、2024年、2025年の4度にわたって「年度日本
業務外国（アジア）法律事務所賞」を受賞しました。

増える貿易紛争に自信をもって対応
サプライチェーンの最適化をサポート

近年、いわゆる「逆グローバリゼーション」が進
むにつれ、国家間の貿易摩擦、企業間の取引紛争
及びグローバルサプライチェーンの再編への対応
に関するニーズが急増しています。

金誠同達は、世界情勢と中国ビジネスの最新の
動向を読み解き、日系企業が直面する再編スキー
ムの検討と実行、輸出規制対応、中国関連の制裁
措置のダブルリスクの解消、通関トラブル等の課
題を把握し、交渉サポート・法的文書作成・訴訟
対応・労務対応・当局対応等を含む一連の法律
サービスを提供し、現場ならではの視点から自信
をもって貿易紛争の解決やサプライチェーンの最
適化をサポートします。

自動車産業等の「内巻式競争」解消に向け
ますます重要になる中国競争法への対応

近年中国では、業界の過度な内部競争に企業が
巻き込まれて疲弊してしまう過当競争が「内巻式
競争」と呼ばれています。企業の収益悪化ひいて
はデフレーションにつながる「内巻式競争」に対処
すべく、最近中国は「不正競争防止法」、「価格法」、

「中小企業代金支払保障条例」の改正などを通じ、
不当な支払サイト設定、優越的地位濫用と不当廉
売に対する規制を打ち出し、自動車産業を含む多
くの業界に多大な影響をもたらしています。

金誠同達は、そんな新競争法制のもとで、取引
相手の選定、与信枠の設定、支払条件の交渉、債
権回収のトラブルならびに独禁法上の課題などへ
の対応に豊富な知見を有しており、自動車企業を
含む日系企業に的確かつタイムリーなアドバイス
を提供することが可能です。

金 誠 同 達 法 律 事 務 所 ― 日 本 業 務 部 門

全面的な中国法サービスを
最前線から
日系企業にお届け

髙井・岡芹法律事務所は、使用者側・人事労務
を専門とするブティック型法律事務所として、約
300社の顧問先と日々向き合っています。人材関連、
学校、不動産、保険会社など業種は幅広く、数万
人規模の上場企業から数十名規模の企業まで、多
様な人事労務課題を継続的に支えてきました。

紛争発生後だけでなく「気になる社員がいる」「人
事制度をこのように変更したい」といった段階か
ら相談を受け、必要に応じて訴訟や人事制度変更、
人員調整といった重大局面にも対応するなど、企
業の“かかりつけ医”として、日常の労務管理から
紛争予防・解決までを一貫して支援しています。
多数の顧問先で蓄積してきた事例経験は、実情に
即した解決策を提示する大きな基盤となっています。

不正・人員調整が増加
ハラスメント・メンタルに続く新たなテーマ

相談傾向として、従来から多いハラスメントや
メンタル不調に加え、最近は従業員の不正と人員
調整が特に増えています。定期代の不正受給や接
待費の不正請求など費用精算に関する問題は急増し、
不祥事対応セミナーにも多数の申込が寄せられる
など、企業現場での関心の高まりが見られます。

一方、人員調整では、黒字・赤字の企業を問わ
ず検討・実施が進んでいます。対象者の基準設定
や手続の適正さ、記録の整備といった初動の設計
が結果を大きく左右するため、当事務所では全体
のシナリオ構築から実際の運用まで、企業が安全
にプロセスを進められるよう実務的に支援してい
ます。

「組織的労働法」の視点で
降格・懲戒・制度変更を支える

降格や懲戒、就業規則・人事制度の変更といっ

た「組織的労働法」も重要な領域です。近年、降格
紛争が増加しており、要件や評価基準の明確化、
注意・指導の履歴が客観的記録として残っている
かどうかが厳しく問われます。当事務所では日常
の指導段階から、５W１Hでの事実整理やフィー
ドバック記録の運用を助言し、従業員の自己決定
権を尊重しつつ、企業の人事権・調査権を適切に
行使できる体制づくりをサポートしています。

また、育児・介護休業制度改正、賃金のデジタ
ル払い、自転車・キックボードの飲酒運転に対す
る懲戒など、法改正・社会動向を踏まえた対応も
不可欠です。人と組織をめぐる課題が複雑化する
なか、企業が直面する幅広い人事労務のリスクを
見据え、今後も実務に根ざした支援を提供してい
きます。

弁 護 士 法 人 髙 井・岡 芹 法 律 事 務 所

企業の「かかりつけ医」として
人事労務の予防と紛争解決に伴走する
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金誠同達法律事務所
北京・上海・東京・深セン・合肥・杭州・南京・広州・青島・成
都・重慶・西安・瀋陽・済南・大連・鄭州・香港・シンガポール
弁護士数：1500名超、（2025年10月末現在）
代表弁護士：趙 雪巍、張 国棟、金 英蘭
所属弁護士会：北京弁護士協会、上海弁護士協会
�z�˜�Š
æ
〒100004
中国北京市朝陽区建国門外大街1号国貿大厦A座10階
	Í�‚�Ä�¿	t
〒200120
中国上海市浦東新区世紀大道88号金茂大厦18階
TEL：8610-5706-8008（北京本部 日本語対応可）
URL：www.jtn.com/JP
Mail：jp@jtn.com

弁護士法人髙井・岡芹法律事務所
弁護士数：11名(2025年11月末現在)
代表弁護士：岡芹健夫（第一東京弁護士会）
〒102-0073
東京都千代田区九段北4-1-5　市ヶ谷法曹ビル902号室
TEL：03-3230-2331
URL：https://www.law-pro.jp/
Mail：from.web@law-pro.jp

代表弁護士（写真左から）
張 国棟、趙 雪巍、金 英蘭

（後列左から）小池啓介弁護士、石井大也弁護士、帯刀康一弁護士
（前列左から）江本磨依弁護士、岡芹健夫弁護士



弁 護 士 法 人 Y & P 法 律 事 務 所

大手税理士法人、コンサル会社と連携したM＆A、
株式関連業務、民事信託、相続・事業承継分野等の
総合型サービスを提供

組織概要

当事務所は、国内最大級の税理士法人である山
田＆パートナーズおよび東証プライム上場の総合
コンサルファームである山田コンサルティンググ
ループ株式会社のそれぞれと緊密に連携、協業し
ており、各組織の関連業務について法務の側面か
ら業務提供・サポートを行っています。
上記各連携を生かし、M&A組織再編、株式紛争、

民事信託、相続事業承継、税務、海外資産関連業
務を得意分野としています。

役務提供実績

M&A関連業務につき、税理士・コンサルタン
トと連携して恒常的に対応しており、知見が蓄積
されております。プランニングの段階からも関与
することで、税務、財務、法務等の観点から総合
的なアドバイスを行い、顧客企業にとって最適な
方策をご提案しております。
また、M&Aや組織再編前の段階において、株

価算定、税務検証等を行いながら、少数株主との
株式買取交渉代理、スクイーズアウト等を実施し、
顧客企業に代わって分散株式集約等関連サービス
にも力を入れています。
顧客企業ないし企業オーナー等の保有する海外

資産につき、移転・承継に伴い生じる法的手続に
ついて、アメリカ、中国、シンガポール等の東・
東南アジアの税理士法人コンサル会社の海外支店、
現地専門家と連携しながら、現地法、言語の壁に
よりお悩みの顧客の問題に対処しています。

弊所の今後の展開

ファミリーガバナンスサービスに注力しており、
株式を次期後継者に単独相続させるのではなく、
分散した状態を維持しつつ、株主間契約・信託・
種類株などを利用して、ファミリー全体で事業を
支える仕組みを構築しています。
株主間契約書作成業務は、M&Aでのマイノリ

ティ出費・合弁会社組成・投資契約・ファミリー
ガバナンス組成のご相談が増え、ニーズが高まっ
ていることから、迅速な対応かつ各顧客の状況に
応じたオーダーメイドの契約書の作成対応を行っ
ています。

クライアントと共創し、
共に成長するリーガルパートナー

弊所は、クライアントに対して問題解決のため
の最良の仕組みを構築し、解決の道筋を提案でき
る、唯一無二の事務所となることを目指して立ち
上げた事務所です。
「リアークト」（「リーガル（Legarl）」と「アーキテ

クト」（Archetect）を組み合わせた造語）という事
務所名には、あらゆる問題に対して法律を用いて
解決の道筋を提供するという当事務所の意志が込
められています。

当事務所が大切にしていることは、新たなＩＴ
技術を積極的に使用しながら、クライアントと適
切な方法で密にコミュニケーションを取って信頼
の維持増進に努めること、法的な専門知識と弁護
士としての高い倫理観を持ち合わせた上で、時流
を捉えつつ、クライアントが行う新たな挑戦に積
極的に関与し、サポートしていくことです。

法務組織の構築やＭ＆Ａのサポート

当事務所の特徴として、一般的な法律顧問業務
を提供するだけでなく、法務組織の構築支援やＭ
＆Ａの支援を行っていることが挙げられます。

法務組織の構築支援とは、
①�法務組織（法務部）がなく、これまでは経理部・

総務部等の他部署がどうにか法務を担当してい
たものの、そろそろ法務部を作りたいという会
社において、どのように法務組織を構築してい
けばよいかをアドバイスしたり、

②�「法務部」という組織はあるものの、想定してい
た運営ができていないような会社に対して、法
務部のあり方や組織運営の方法をアドバイスする

サービスです。中小企業から上場会社のグループ
会社等、会社規模、人員、業務に応じて最良の法
務組織を構築し、運営するための各種支援を行っ
ています。

また、変化が激しい現代において、企業の新た
な進化を促すＭ＆Ａは、大企業だけでなく、むし
ろ、中小企業にこそ必要であると考えています。
そこで、中小企業の事業を買収したい、売却した
い等の意向を正しく実現するために、法的な視点
にとどまらず、ビジネス的な観点をも勘案したＭ
＆Ａについての総合的な支援を行っています。

そのほか、当事務所では、多数の訴訟事件を取
り扱うほか、事業者の破産事件に強みを有してい
ます。また、創業社長（オーナー社長）の退任（事
業承継）や廃業はもちろん、将来の相続に向けた
ご相談など、社長の懐刀としてあらゆる相談に対
応しています。

リア ー クト 法 律 事 務 所

時代が求める法務組織の構築を支援し、
M&A・資金調達・事業承継等の
新たなステージに合わせて伴走する法律事務所
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弁護士法人 Y&P 法律事務所
弁護士数：26名（2025年10月現在）
代表弁護士：平良明久（東京弁護士会）
〒100-0005
東京都千代田区丸の内1-8-1 
丸の内トラストタワーN館9階
TEL：03-6212-1663
URL：https://www.yp-law.or.jp/
Mail：info@yp-law.or.jp

リアークト法律事務所
弁護士数：3名

（2025年11月末現在）
所属弁護士：鈴木克哉、松下 翔（いずれも第一東京弁護士
会）、太宰賢二(第二東京弁護士会)
〒102-0073
東京都千代田区九段北4-1-5　市ヶ谷法曹ビル602
TEL：03-6261-1161
URL：https://learcht.com/

(左から)鈴木克哉弁護士、 太宰賢二弁護士、松下　
翔弁護士



中央経済社

※著作者の都合により一部掲載していない記事がございます。
※事前に当サービスHP（https://www.chuokeizai.co.jp/kaikeizensho/index.html）で動作環境をご確認ください。
※法人プランもご用意しております。詳しくは当サービスのHPをご覧ください。

中央経済DBライブラリー
雑誌電子版（個人プラン）

1989年1月号（ビジネス法務は2005年1月号）から
最新号までの記事がキーワードや著者名等で検索可能
４誌いずれかの年間購読者の方には特別価格をご用意

お申込みはこちらから
https://www.chuokeizai.co.jp/kaikeizensho/

企業会計
通常年間価格（税込）
30,600円

特別年間価格（税込）
15,300円

税務弘報
通常年間価格（税込）
32,000円

特別年間価格（税込）
16,000円

通常年間価格（税込）
31,900円

特別年間価格（税込）
15,950円

通常年間価格（税込）
19,000円

特別年間価格（税込）
9,500円
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◉池田・染谷法律事務所

景品表示法の規制を
具体事例で解説。公
正取引委員会、消費
者庁での勤務経験の
ある弁護士が、法務
担当者らに役立つ法
令等の適用から対応
策まで解説する実践
書。

5,720円（税込）
2025年7月
第一法規株式会社
A5判／288頁

ビジネスを促進する　
景表法の道標
～事例から読み説き導き出す解～
白石忠志［監修］池田 毅、籔内俊輔、秋葉健
志、松田世理奈、実務競争法研究会［編著］

2024年11月に「フ
リーランス法」が施
行 さ れ、企 業 は フ
リーランスにまつわ
る法律や論点を理解
した上で対応が求め
られるようになっ
た。本書は同法を中
心に関連法や論点を
整理し、実務対応を
詳解。5,500円（税込）

2025年2月
株式会社有斐閣
A5判／486頁

フリーランスとの取引と
企業対応
池田 毅、倉重公太朗［編著］
今村 敏、宇賀神崇、江夏大樹、全 未来、田
中麻久也、松本恒雄［著］

ステマ規制をはじめ
2024年施行の改正
法について解説。景
表法に関する適切な
活用法や実務上の留
意点を図解でわかり
やすく解説し、実務
のポイントまで紹
介。

1,760円（税込）
2024年12月
株式会社技術評論社
四六判／160頁

60分でわかる！ 
改正 景品表示法 超入門
池田・染谷法律事務所［監修］
染谷隆明［編著］

◉名取・大木法律事務所

法制審議会民事訴訟
法（IT 化関係）部会
の中間試案まで盛り
込み、最新の制度を
余すことなく網羅し
解説。今後 IT 化さ
れていく民事裁判実
務に対応するための
実践的手引書。

3,630円（税込）
2021年4月
ぎょうせい
A5判/296頁

実務が変わる!
Q&A 民事裁判手続IT化
東京弁護士会法友会［編］［共著］

パワハラに関する体
制整備、紛争予防対
応やトラブルの事案
解決のために使用者
側が把握、対応すべ
きパワーハラスメン
トに関する事項を網
羅した実践的専門
書。

4,510円（税込）
2021年４月
日本法令
A5判/499頁

パワーハラスメント実務大全
東京弁護士会
法友全期会［編著］［共著］

平成29年改正民法、
民事執行法等、最新
の 法 令・実 務 に 対
応。破産申立て、免
責・復 権、管 財 実
務、債権者対応など、
広範な破産手続の実
務面を網羅する専門
書。

5,170円（税込）
2023年2月
ぎょうせい
A5判/480頁

新破産実務マニュアル　
（全訂版）
東京弁護士会法友全期会
破産実務研究会編集［共著］

◉杜若経営法律事務所

見落としや誤解があ
りがちな事項を中心
に設問をセレクト
し、紛争の未然防止
に役立つ 120 余り
の『規定例』を掲載。

Ⅰ 5,170円（税込）／Ⅱ 5,280円（税込）
2024年1月
株式会社青林書院
Ⅰ A5判/360頁／Ⅱ A5判/368頁

※画像はⅠ巻

就業規則の法律相談Ⅰ・Ⅱ
杜若経営法律事務所［編著］

休業・休職、ハラス
メントと懲戒処分、
退職・解雇・雇止め
をはじめ、テレワー
クや定年再雇用など
近年注目のテーマを
掲載。

3,520円（税込）
2023年3月
株式会社労務行政　
A5判/296頁

人事・労務トラブルの
グレーゾーン70
杜若経営法律事務所［著］

労働法制の歴史や世
界の労働法制との比
較をしながら、労働
時 間、休 暇、配 転、
解雇などの労働法が
定めるルールを解
説。

2,200円（税込）
2021年3月
株式会社日本実業出版社
四六判/336頁

教養としての「労働法」入門
向井 蘭［編著］

◉加藤＆パートナーズ法律事務所

会社の安定的な経営
を維持・承継するた
めにご活用いただき
たい一冊。図表や記
載例を用いて、多数
の事例における実務
に役立つポイントを
わかりやすく、丁寧
に解説。

4,730円（税込）
2022年6月
日本加除出版株式会社
A5判／408頁

株主管理・少数株主対策ハンドブック
会社内部紛争の予防、事業承継・М＆Ａへの備え方
加藤真朗［編著］太井 徹、吉田真也、佐野
千誉、金子真大ほか［著］

弁 護 士・公 認 会 計
士・税理士の各種専
門家が、スキーム選
択からクロージング
まで豊富な図を用い
て網羅的に解説した
一 冊。実 務 に ご 活
用いただける書式や
チェックリストも収
録。

6,600円（税込）
2023年９月
日本加除出版株式会社
A5判／636頁

弁護士・公認会計士の視点と実務
中小企業のM&A（第２版）
スキーム・バリュエーション・デューデリジェンス・
契約・クロージング
加藤真朗〔編著〕吉田真也、佐野千誉、金子真大ほか［著］

近年急増する取締役
の辞任と解任に関
し、取 締 役・会 社
双方の目線から 89
の疑問点を抽出し、
Q&A 形式で整理・
解説。取締役の方や
企業実務に携わる方
にも読んでいただき
たい一冊。

4,180円（税込）
2025年5月
株式会社商事法務
A5判／336頁

リーガル・フロンティア
取締役の辞任と解任
近藤光男、加藤真朗［編］
加藤＆パートナーズ法律事務所［著］

◉AI-EI法律事務所

内部調査をテーマと
した法律論文誌。日
本法パートでは、内
部調査の開始、初期
対応、ヒアリング及
び事実関係、内部調
査における関係当事
者の保護、手続要件
及び立証、内部調査
の結果及び結論、情
報保護、特殊事例に
ついて英文で解説。

Webサイトで公開中
2025年2月
Chambers　（日本法
パートは15頁）

HR Internal Investigations 
2025
松井博昭、竹越幸綱、植木麻里、牧野 
聡（日本法パート）［著］

労働法をテーマにし
た法律論文誌。日本
法パートでは、時間
外労働の上限規制、
同一労働同一賃金、
労働者区分とフリー
ランス新法、ハラス
メント規制、「労働
者の自由な意思」論、
賃金のデジタル払い
の概要について英文
で解説。

Webサイトで公開中
2025年9月
Chambers　（日本法
パートは8頁）

Employment 2025
松井博昭、植木麻里、面山 結、山口 玲

（日本法パート） ［著］

労働法をテーマとした法律論文投稿サイト。
上記論文では、雇用紛争の一般的な手続の
流れ、適用法規、請求の変更、当事者の追
加、手続の併合、クラスアクション・多数
当事者訴訟における考慮事項、人証・書証・
専門家意見の取扱い、証人義務、外国にお
ける証拠調べ、証人に対する反対尋問、訴
訟を有利に進めるための戦略について、英
文で解説。

Webサイトで公開中
2025年9月
Lexology Panoramic: 
Labour & Employment 
Disputes
N/A（A4用紙3頁）

Q&A: case management for 
employment litigation in Japan
松井博昭、竹越幸綱、植木麻里、高橋 
唯［著］

田中敦法律事務所
弁護士数：1名
〒541-0046
大阪府大阪市中央区平野町三丁目1-9
クラオビル3階
TEL：06-6201-7017
URL：https://atlawyer.jp/

当事務所は、著作権をはじめとする
知的財産分野と国際取引分野における豊富な経験に基づき、

「身近なスペシャリスト」を目指します。
事業規模や対応案件の大小問わず、
ご予算を踏まえて最善の方策を提案させていただきます。
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◉中央経済社の書籍
書籍・雑誌・電子書籍ご購入、これから出る本の紹介は

ビジネス専門書Onlineへ！
https://www.biz-book.jp/

◉弁護士法人樋口国際法律事務所

秘密保持、売買・供
給、販売店・代理店、
生産委託という登場
頻度の高い国際契約
につき、標準的な条
項例、立場に応じた
留意点、交渉のコツ
まで、ポイントをわ
かりやすく解説。

3,190円（税込）
2019年9月
日本加除出版
A5判/272頁

ポイントがわかる！
国際ビジネス契約の
基本・文例・交渉
樋口一磨［著］

中小企業支援におい
て必要不可欠な法務
全般に関し、経験豊
富な弁護士により詳
細かつ網羅的に解説
した実務書。

4,400円（税込）
2023年2月
商事法務
A5判/392頁

中小企業法務のすべて（第２版）
日本弁護士連合会
日弁連中小企業法律支援センター［編］

（樋口一磨が執筆者として参加）

M&A 時の労働法務
DDの指標となる専
門書。労働時間等の
ポイントをより深く
とりあげつつ、各種
法令や重要裁判例に
留意しつつ、企業の
法令遵守体制にも十
分な検討を与えた。

4,400円（税込）
2025年8月
株式会社商事法務
A5判/並製/368頁

M&Aにおける労働法務DDの
ポイント（第３版）
東京弁護士会労働法制特別委員会、企業
集団／再編と労働法部会［編著］（由木竜
太執筆参加）

「労 働」「情 報」双 方
の専門家が知識を持
ち寄り、｢ 労働 ｣ と
｢ 情報 ｣ の交錯分野
を徹底解説！「労働
者」の健康情報管理
やHRテック、AIの
利用など、新しい論
点を取り上げていま
す。

4,070円（税込）
2024年11月
新日本法規
A5判/288頁

Ｑ＆Ａ ＩＴ化社会における企業の
情報／労務管理の実務
末 啓一郎（第一東京弁護士会、労働法制委員会、基礎研究
部会元部会長）、安藤広人（第一東京弁護士会　総合法律研
究所　ＩＴ法研究部会元部会長）［編著］（山本 佑執筆参加）

◉フォーサイト法律事務所

短期間でIPO準備の
実践能力を身につけ
るため、監査法人、
弁護士、公認会計士、
税理士、印刷会社の
各専門家がケースス
タディによりIPO準
備実務を解説。待望
の第2版。

5,060円（税込）
2024年11月
中央経済社
A5判/412頁

IPO実践ケーススタディ（第2版）
日本 IPO実務検定協会、EY新日本有限
責任監査法人、フォーサイト総合法律事務
所、あいわ税理士法人、宝印刷株式会社、
M’sGAパートナーズ事務所［編］

◉ベンチャーラボ法律事務所

企業法務の重要改正
をそうざらい。リー
ガルテックの動向ま
でわかりやすく解
説。単なる法令のダ
イジェストにおわら
ず、ビジネスパーソ
ンがリーガルセンス
を身につけ、法的リ
スクを感じ取り、問
題が起きそうなとき
も適切な対応をとれ
るように基本行動か
ら説明する。

1,430円（税込）
2024年2月
日本経済新聞出版社
新書判/328頁

ビジネス常識としての法律
（第4版）
堀 龍兒、淵邊善彦［著］

主に役員が知ってお
くべき企業法務に関
わる 50 のテーマを
厳選。ビジネスの現
場で活用できる法的
な知識や、事業を進
める上でのリーガル
センスを身につける
ことができるガイ
ド。

3,740円（税込）
2021年8月
中央経済社
A5判/304頁

実践
会社役員のための法務ガイド
淵邊善彦［著］
木村容子［作画］

企業の成長過程でよ
くある法的トラブル
の場面別に、ストー
リーによる事例、解
説、重要法令、チェッ
クリストで学び、最
低限押さえておくべ
き法律知識がわかる
基本解説書。

1,980円（税込）
2021年3月
第一法規
四六判/160頁

困った時にすぐわかる！トラブル対策のコツ
経営者になったら押さえて
おくべき法律知識
淵邊善彦［著］

◉未来創造弁護士法人

「日本一裁判しない
弁護士」と呼ばれる
円満解決のプロが、
超一流の人と１万件
の交渉から学んだ、
仕事も人間関係も円
滑に行く「丸くおさ
める交渉術」を初公
開。

1,540円（税込）
2016年9月
すばる舎
4-6/256頁

本当に賢い人の
丸くおさめる交渉術
三谷 淳{著］

ＩＰОを考えたらま
ず読む本。上場準備
をするうえで、これ
だけはやっておきた
い・しなければなら
ないポイントを解
説。上 場 準 備 会 社
が陥りやすい間違い
も紹介した実務入門
書。

2,750円（税込）
2024年5月
中央経済社
A5判/216頁

スタートアップ企業が最速最短
で上場する方法
三谷 淳{著］

◉桃尾・松尾・難波法律事務所

著作権法や弁護士法
から民事手続や刑事
法まで、生成 AI を
めぐる最新状況を踏
まえて実務上の論点
を網羅し、その対応
をまとめたもの。中
立的な立場で実務に
おける「相場観」を示
す、当分野における
最高水準の一冊。5,500円（税込）

2025年4月
弘文堂
A5判/並製/544頁

生成AIの法律実務
松尾剛行［著］

個人情報保護法やＡ
Ｉ、システム開発、
電子商取引などを扱
う「情報法」実務の鉄
則を、失敗事例とと
もに３０のゴールデ
ンルールとして解
説。

3,740円（税込）
2025年8月
学陽書房
A5判/200頁

実務の落とし穴がわかる！
IT・AI法務のゴールデンルール
30
松尾剛行［著］
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名取・大木法律事務所
企業のセキュリティ・クリアランス制度対応とアクティブサイバーディフェンス対応

［講師］ 大木怜於奈
［開催日時］ 2026年２月13日（金）15:00～

［開催場所］ WEB
［参加費］ 無料

［お問い合わせ］ 株式会社FRONTEO
URL　https://legal.fronteo.com/seminars/

Security　Days　Spring　2026
［講師］ 大木怜於奈　他多数
［開催日時］ 2026年3月24日（火）～27日（金）

［開催場所］ JPタワー ホール＆カンファレンス（KITTE 4F）
［参加費］ 無料　※事前登録制

［お問い合わせ］ （株）ナノオプト・メディア

ECONOSEC JAPAN　経済安全保障対策会議・展示会
新たな国際秩序と企業の経営戦略への指針

［講師］ 大木怜於奈　他多数
［開催日時］� 2026年11月4日（水）・5日（木）
　　　　　10:00～17:00

［開催場所］ 東京国際フォーラム
［参加費］ 無料　※事前登録制

［お問い合わせ］ 時事通信社 展示会事務局
電話番号　03-5843-6975 （代）
URL　https://www.econosec.jp/

杜若経営法律事務所
人事・労務トラブルのグレーゾーン実務対応
～適法と違法の境界線の問題をどう解決するか～

［講師］ 向井 蘭
［開催日時］ 2026年2月5日（木）10:00～16:00

［開催場所］ 株式会社労務行政セミナールーム（東京）、WEB
［参加費］ 33,220円（税込）
　　　　（労政時報購読会員価格　27,720円（税込））

［お問い合わせ］ 株式会社労務行政　人材育成事業部
電話番号　03-3491-1330
URL　https://www.rosei.jp/seminarstore/seminar/11381

労務トラブルへの初動対応の実務
［講師］ 岸田鑑彦
［開催日時］ 2026年2月10日（火）10:00～16:30

［開催場所］ ウインクあいち（愛知県産業労働センター）、WEB
［参加費］ 10,000円／名（税込）

［お問い合わせ］ キャリアサポートセンターあいち（労働教育）、（公益財団法人 愛知県労働協会）
電話番号　052-485-7154
E-mail　rodo@ailabor.or.jp
URL　https://ailabor.or.jp/rodo/seminar-labor/entry-64452.html

「人事・労務トラブルのグレーゾーン」実務対応セミナー
～労働時間管理、問題社員対応から発達障害の合理的配慮まで～

［講師］ 向井 蘭
［開催日時］ 2026年2月17日（火）13:30～16:30

［開催場所］ リファレンス名古屋栄、WEB
［参加費］ 会 員 4,000円（税込／1名）
　　　　 非会員 8,000円（税込／1名）

［お問い合わせ］ 公益社団法人 愛知労働基準協会
電話番号　052-221-1438
E-mail　jigyo-ark@airouki.or.jp
URL　https://www.airouki.or.jp/news/cat25/217.html

◉弁護士法人髙井・岡芹法律事務所

労働紛争が生じ得る
局面を詳細に分類
し、法的アドバイス、
初動対応、キーとな
る類似裁判例の見つ
け方・読み方など、
労働法実務において
押さえるべきポイン
トを分かりやすく解
説。

4,290円（税込）
2022年8月
有斐閣
A5判/502頁

［LAWYERS’ KNOWLEDGE］
労働法実務 使用者側の実践知

（第２版）
岡芹健夫［著］

取締役の地位と職
責、権限、会社およ
び第三者に対する責
任、損害賠償以外の
責任など、企業トッ
プに求められる義務
と、その裏返しであ
る責任（リスク）につ
いて、具体的かつ平
易に解説。

2,200円（税込）
2023年5月
経団連出版
A5判／208頁

取締役の教科書（第２版）
これだけは知っておきたい法律知識
岡芹健夫［著］

労使紛争の中での使
用者の言動を具体的
に分類し、裁判所や
労働委員会で不当労
働行為と判断された
事例、そうでなかっ
た事例の双方を紹介
することにより、不
当労働行為性の判断
基準を明らかに。

4,950円（税込）
2023年12月
産労総合研究所出版部
経営書院
A5判／490頁

裁判例・労働委員会命令にみる
不当労働行為性の判断基準　
弁護士法人髙井・岡芹法律事務所［編
集］

◉弁護士法人Y＆P法律事務所

リースの活用方法や
仕組みなど取引実務
の基礎から、その法
的性質や契約種別ご
との留意点までわか
る。新リース会計基
準に完全対応。

3,520円（税込）
2025年11月
税務経理研究会
A5判/276頁

リースの取引実務と法務
井上雅彦、奥村暁人、青木太郎、滝澤
智久［著］

2026 年４月に施行
される本邦初の国家
レベルの排出量取引
制度。その実務対応
の足がかりとなる情
報・ノウハウを、改
正ＧＸ促進法の立案
担当者を中心とする
弁護士が解説。

2,750円（税込）
2025年12月
中央経済社
A5判/192頁

排出量取引の実務ガイド
弁護士法人Y＆P法律事務所［編］

税務でいかに弁護士
を活用するか。この
古くて新しい課題に
ついて、手法や留意
点、具体例、活用す
べき場面等を、日頃
から税理士と連携し
て業務を展開してい
る弁護士が詳解。

3,300円（税込）
2025年9月
中央経済社
A5判/264頁

税務調査における税理士と
弁護士の協働
弁護士法人Ｙ＆Ｐ法律事務所［編］
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桃尾・松尾・難波法律事務所
【法務部新入社員向け】基礎の基礎から学ぶ契約法務　講義編・実践編（仮）【全3回】
［講師］ 朝倉亮太、田中 翔
［開催日時］ 2026年３月９日（月）12:30開始

［開催場所］ WEB（ライブ配信／アーカイブ配信）
［参加費］ 16,500円（税込・全3回セット）

［お問い合わせ］ Business & Law合同会社
E-mail　seminar@businessandlaw.jp

若手弁護士・若手法務担当者のための、基礎から学ぶ『生成AIの法律実務』【新刊書籍付き】
［講師］ 松尾剛行
［開催日時］ アーカイブ配信中

［開催場所］ WEB
［参加費］ 5,500円（税込／書籍代・書籍送料込）

［お問い合わせ］ Business & Law合同会社
E-mail　seminar@businessandlaw.jp
URL　https://businessandlaw.jp/seminar/k187021409/

【株主総会担当者向け】株主総会当日に実務担当者が直面し得る問題とその解決策（仮）
［講師］ 佐藤航平
［開催日時］ 2026年3月13日（金）13:00～14:00

［開催場所］ WEB（ライブ配信）
［参加費］ 無料

［お問い合わせ］ 桃尾・松尾・難波法律事務所
TEL　 03-3288-2080
E-mail　mmn@mmn-law.gr.jp

山下総合法律事務所
上場会社における株主対応の実務（仮）

［講師］ 小薗江有史
［開催日時］ 2026年3月12日（木）14:00～17:00

［開催場所］ 会場／後日WEB配信
［参加費］ 未定

［お問い合わせ］ 株式会社プロネクサス
電話番号　03-5777-3110
URL　https://ps.pronexus.co.jp/contact/inquiry/

株式報酬制度導入のための株主総会対応・株式交付の実務（仮）
［講師］ 山下聖志、小薗江有史
［開催日時］ 2026年４月20日（月）14:00～17:00

［開催場所］ 会場／後日WEB配信
［参加費］ 未定

［お問い合わせ］ 株式会社プロネクサス
電話番号　03-5777-3110
URL　https://ps.pronexus.co.jp/contact/inquiry/

海外子会社管理セミナー
［講師］ 山下聖志、桑原広太郎
［開催日時］ 2026年７月27日（月）14:00～17:00

［開催場所］ WEB
［参加費］ 未定

［お問い合わせ］ Business ＆Law合同会社／SMBCコンサルティング株式会社
URL　https://businessandlaw.jp/seminar/

フォーサイト法律事務所
IPO経営人材育成プログラムFUKUOKA
上場に向けたコーポレート・ガバナンスの構築

［講師］ 大村 健
［開催日時］ 2026年3月4日（水）17:00～19:00

［開催場所］ �Fukuoka Growth Next 1Fイベントスペース（福岡
県福岡市中央区大名2-6-11）

［参加費］ １社あたり 10,000円（税込）

［お問い合わせ］ 福岡市、証券会員制法人福岡証券取引所、
株式会社ふくおかフィナンシャルグループ、
株式会社西日本フィナンシャルホールディングス、
株式会社東京証券取引所/株式会社日本取引所グループ
URL　https://reg34.smp.ne.jp/regist/is?SMPFORM=mamf-meniqc-1e091e0b8a4e7f7eeab16f6488412d6d

未来創造弁護士法人
企業に求められる「カスハラ対策」の勘所
施行が迫る改正労働施策創造推進法のポイントと社員が安心して働ける職場作り

［講師］ 三谷 淳
［開催日時］ 2026年3月10日（火）

［開催場所］ WEB（Zoom）
［参加費］ 無料

［お問い合わせ］ 未来創造弁護士法人
電話番号　03-6435-8622
E-mail　info@mirai-law.jp
URL　https://mirai-gr.jp/seminar0

尾城法律事務所
使用許諾契約・ライセンス契約とOSSの法律知識

［講師］ 尾城亮輔
［開催日時］ 2026年3月6日（金）9:00～16:00

［開催場所］ WEB
［参加費］ 45,100円

［お問い合わせ］ 一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会
電話番号　03-6264-1314
E-mail　seminar@juas.or.jp
URL　https://juasseminar.jp/seminars/view/4125152



ビジネス実務法務検定試験® 公式通信講座ビジネス実務法務検定試験® 公式通信講座

東京商工会議所主催・公式通信講座のご案内

■直前・集中対策に最適な講座です。（受講者アンケートで高い評価をいただいています）
■充実した動画「ポイント講義」でわかりやすく解説しています。
■「一問一答」で直前対策に活用できます。
■スマートフォン、タブレット、ＰＣで学習できます。
■リポート問題はWeb提出により、スピーディに学習ができます。
■本試験と同じIBTによる模擬問題で本試験の予行演習ができます。

東京商工会議所が主催する通信講座

① スマートフォンやタブレット（PCも可）で、本講座テキストをすべて閲覧することができます。
② ２級・３級講座の模擬問題には、実際の検定試験に出題された問題（過去問）が一部含まれています。
③ 公式テキストの内容を踏まえて、出題頻度の高いテーマについて「理解力アップ」「Q&A」等のコラムを盛り込んでお
り、学習効果を高めることができます。

④ １級公式通信講座では、本試験の出題傾向に基づき論述式の添削問題を作成しており、弁護士による添削指導を通じ
て、実践的な答案作成力が身につきます。

⑤ 学習期間は自由に設定できます（直前対策にも有効）。ただし、在籍期間は最長６か月です。
⑥ お申込みは、いつでも受け付けています。お申込みを確認でき次第、学習を開始することができます。

本講座の特徴（詳細はサイトでご確認ください。）

講座のお申込み方法について

通信講座の内容

1級講座 2級講座 3級講座

テ キ ス ト
 （Web）

リ ポ ー ト
 （Web）

受 講 料

1級講座テキストは、答案作成上の
ポイントの項を設け、論述問題への
実践的な対策ができます。

2級講座テキストは、3級の重要ポ
イントを記載しており、2級の知識
の習得を基本からサポートします。

3級講座テキストは、「Q＆A」等で具
体的な事例を示し、ビジネスシーン
をイメージしながら学習できます。

3回 3回 3回

試 験 対 策
 （Web）

過去問題
（3回分）

ＩＢＴ（※1）・ＣＢＴ（※2）対策
模擬問題／解答解説

（4回分）

ＩＢＴ（※1）・ＣＢＴ（※2）対策
模擬問題／解答解説

（4回分）

28,000円（税込み） 23,000円（税込み） 19,000円（税込み）

1級 2級 3級

（※1）IBT（Internet Based Testing）：インターネット経由で行う試験
（※2）CBT（Computer Based Testing）：テストセンターのＰＣで行う試験

■お申込みの流れ

Webサイトからお申込み手続
https://kentei.tokyo-cci.or.jp/houmu/support/online-course.html

受講料のお支払い（クレジットカード・銀行振込み）
受講料を指定の方法でお支払いください。

開講（Web形式）
ご入金確認後、直ちに開講いたします。

［発行所］

表紙・本文フォーマットデザイン／伊藤尚彦
DTP／志岐デザイン事務所

〒101-0051 東京都千代田区神田神保町1-35
Tel 03-3293-3375  Fax03-3291-5127

URL https://www.chuokeizai.co.jp

［ビジネス法務 2026 年 3月号 特別付録］
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東京商工会議所主催・公式通信講座のご案内

ビジネスマネジャー検定試験® 公式通信講座ビジネスマネジャー検定試験® 公式通信講座
東京商工会議所が主催する通信講座

■直前・集中対策に最適な講座です。（受講者アンケートで高い評価をいただいています）
■充実した動画「ポイント講義」でわかりやすく解説しています。
■「一問一答」で直前対策に活用できます。
■スマートフォン、タブレット、ＰＣで学習できます。
■リポート問題はWeb提出により、スピーディに学習ができます。
■本試験と同じIBTによる模擬問題で本試験の予行演習ができます。
■お申込みは、いつでも受け付けています。お申込みを確認でき次第、学習を開始することができます。

通信講座の内容と特徴（詳細はサイトでご確認ください。）

ご受講のお申込み

テ キ ス ト

練 習 問 題 集

リポート（3回）

受 　 講 　 料

公式テキストでは網羅しきれない実務的・応用的な知識を公式通信講座オリジナルの
コラム「Ｑ＆Ａ」「ステップアップ」で解説します。 

テキストを広く網羅した問題を３０問掲載し、各問題について、学習の際のポイント、留
意すべきキーワードを挙げて丁寧に解説を加えています。

出 題 分 布 表
第7回～第12回（第11回を除く）実施の5回分の検定試験の出題頻度を、テキストの
項目分けに準じて一覧化しました。IBT・CBTの受験対策として、特に出題されやすい
分野の確認などに有効に活用できます。

財務諸表問題解法 ｢財務諸表・経営指標｣に関する問題への対策（学習の仕方・解答の際の観点等）を丁寧
に解説しています。

学習の進度に応じてリポート問題に取り組むことで、知識の定着度合いを測るととも
に、弱点分野を知り効率的に復習することができます。

※学習期間は自由に設定できます（直前対策にも有効）。ただし、在籍期間は最長６か月です。
※お申込み手続き完了後、直ちに開講いたします。

ＩＢＴ・ＣＢＴを想定した模擬試験および解答・解説（4回の模擬問題のうち１回分は本試
験と同じＩＢＴによる演習ができます。） 模擬問題（4回）

21,000円（税込み）

お申し込み上の注意（全講座共通）
●お申し込みをいただいた後は、解約することはできません。
●通信講座の受講申し込みにあたり、当所が知り得た個人情報は、通信教育事業の運営、および当所教育事業に関する
情報の提供等を行うため必要な範囲で利用いたします。なお、通信教育事業の運営上必要な個人情報をご提示いただ
けない場合には、適切なサービスの提供ができなくなる場合があります。

通信講座の
問い合わせ先

https://kentei.tokyo-cci.or.jp/houmu/support/online-course.html
https://kentei.tokyo-cci.or.jp/bijimane/support/online-course.html

東京商工会議所公式通信講座運営受託機関
（株）ワールド・ヒューマン・リソーシス TEL：03（3352）5261

〒151-0051  東京都渋谷区千駄ヶ谷5‐33‐1

左記の二次元コードまたは下記ＵＲＬからご受講のお申込みをしていただけます。
https://kentei.tokyo-cci.or.jp/bijimane/support/online-course.html

通

信

講

座

教

材
（
Ｗ
ｅ
ｂ
）

教材はすべてWeb 形式です。


